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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は、中間連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載していません。 

２．売上高には、消費税等は含まれていません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載していません。 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
７月１日 
至平成18年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成17年 
７月１日 
至平成18年 
６月30日 

売上高（千円） 414,989 466,613 569,094 843,073 891,697 

経常利益（千円） 4,624 9,922 33,178 32,572 42,792 

中間（当期）純利益（千円） 1,901 5,221 18,090 16,967 22,774 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 251,050 251,050 251,050 251,050 251,050 

発行済株式総数（株） 23,820 23,820 23,820 23,820 23,820 

純資産額（千円） 537,671 552,025 581,735 552,737 569,578 

総資産額（千円） 622,657 619,369 797,587 616,303 724,047 

１株当たり純資産額（円） 22,653.11 23,257.85 24,509.59 23,287.85 23,997.40 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
80.57 220.01 762.19 716.86 959.55 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
76.66 210.18 739.21 683.45 918.01 

１株当たり配当額（円） － － － 250.00 250.00 

自己資本比率（％） 86.4 89.1 72.9 89.7 78.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△63,337 60,570 △41,681 △135,954 298,147 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△11,259 1,347 27,039 △43,271 △4,718 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△9,473 △5,820 △5,904 △9,525 △6,010 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
361,954 313,372 524,145 257,274 544,693 

従業員数（人） 48 47 55 50 53 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。また、関係会社における異動

もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員です。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しています。 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 55 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期の我が国経済状況は、前期に引き続き好調に推移し、企業における設備投資も活発な状況が継続しており

ます。当社の事業領域であるＩＴ市場、とくにＥＲＰ市場においても、中堅企業におけるＩＴへの投資意欲が旺

盛であり、ここ数年抑制していたＩＴ等間接設備に対する投資が、本業の業績好調の背景を受けて積極姿勢に転

じた様子が伺えます。加えて、平成20年4月以降適用されるＪＳＯＸ法対応、加速する海外展開も企業のＩＴ投

資を後押しつつある状況です。好調な市場背景を受けて、ＳＡＰを求める顧客が大企業から中堅企業へと急速に

推移しておりますが、市場における競合製品もこれまでとは異なり各種国産パッケージとの競合が目立つように

なっており、品質とコストパフォーマンスを巡るコンペティターとの競争はますます厳しくなっております。 

 このような経営環境において当社は、中堅企業向けのＲ／３導入に専念し、中堅市場のトップパートナーとな

るべく当期も事業活動を推進して参りました。営業活動においては、これまでＳＡＰ社、ハードベンダー各社と

のアライアンスを重視しておりましたが、ＳＡＰ社とのアライアンス及びＩＰＳ独自の営業活動に専念し、当社

自身の営業力強化に注力し推進致しました。具体的には、①テレマーケティング、②経済誌等への広告記事掲載

により広く顧客に対して認知度を高め、顧客の導入機会を検知する、あるいは呼び込む活動、さらに③導入意志

決定段階において他社との差別化を明確にし顧客における導入価値をより明らかにするコンサルティングを重視

した営業活動を進めて参りました。 

 製品開発面では、従来からの中堅企業向けのＡ１テンプレートであるパブリックパッケージを中心に機能強

化・拡充を推進しました。特に顧客プロジェクトの推進と並行して製品開発を継続的に進める体制、あるいは各

業務においてより専門性を高めた製品、サービスの充実を図るべく開発組織もＳＡＰモジュール毎に開発組織編

成の見直しを実施致しました。また、新製品としては中小企業向けのＳＡＰ会計システムとして“会計らくちん

パック”を開発しリリース致しました。内部統制の確立を目指す中小企業に対して安価で（約2,000万円）、短

期間に実現するソリューションです。 

 これらの取り組みの結果、売上高５億６千９百万円（前年同期比22.0％増）、営業利益３千３百万円（前年同

期比239.1％増）、経常利益３千３百万円（前年同期比234.4％増）、中間純利益１千８百万円（前年同期比

246.4％増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ２千万円減少し, 

当中間会計期間末には５億２千４百万円になりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果支出した資金は４千１百万円（前年同期は６千万円の収入）となりました。  

 これは主に税引前中間純利益３千２百万円、仕入債務の増加額２千２百万円があったものの、売上債権の増加額

８千３百万円があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は２千７百万円（前年同期は１百万円の収入）となりました。 

これは主に有形固定資産売却による収入３千４百万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は５百万円（前年同期は５百万円の支出）となりました。 

これは配当金の支払額５百万円によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりです。 

 （注）１．金額は、販売価格によっています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(2）外注実績 

 当中間会計期間の外注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりです。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(3）受注実績 

 当中間会計期間の受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりです。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

Ｒ／３導入事業 525,376 139.0 

保守その他事業 43,717 57.4 

合計 569,094 125.3 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

Ｒ／３導入事業 172,884 298.6 

保守その他事業 2,948 65.9 

合計 175,833 282.0 

事業部門別 
受注高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

Ｒ／３導入事業 362,580 58.5 279,888 61.8 

保守その他事業 25,117 45.1 20,650 96.0 

合計 387,698 57.4 300,538 63.4 



(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりです。 

 （注）１．最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

す。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれていません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社の研究開発活動は主として日々バージョンアップされるＲ/３の新機能の検証を行っています。Ｒ/３を導入す

る過程で、Ｒ/３の基本機能には用意されていない特殊業務の開発を順次行っていますが、その前提となる付与され

た新機能の細部までの検証と、他機能との関連を予め十分に調査しておかなければ不具合の原因となります。 

 この綿密な基礎的検証活動は、Ｒ/３の導入においては、より高品質で短納期での導入を技術的に可能にし、高付

加価値を提供する源泉となっています。なお、当中間会計期間における当社の研究開発費は3,793千円です。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

Ｒ／３導入事業 525,376 134.5 

保守その他事業 43,717 57.4 

合計 569,094 122.0 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社巴川製紙所 5,000 1.1 154,868 27.2 

フットワークエクスプレス株式会社 ― ― 144,965 25.5 

日本アイ・ビー・エム・サービス株

式会社 
― ― 83,695 14.7 

株式会社シンシア・システム開発 ― ― 75,549 13.3 

富士通株式会社 59,728 12.8 15,447 2.7 

岸本産業株式会社 173,397 37.2 13,503 2.4 

日本電産シバウラ株式会社 52,750 11.3 6,744 1.2 

今中株式会社 51,728 11.1 3,771 0.7 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありません。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年３月１日以降提出日までの新株予約権の行使（旧商法に基づき発行さ

れた新株引受権（ストックオプション）の権利行使を含みます。）により発行された株式数は含まれていませ

ん。 

(2）【新株予約権等の状況】 

①提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプ

ション）に関する事項は、次のとおりです。 

(平成12年３月31日定時株主総会決議) 

 （注）１．対象者は、死亡又は退職その他の事由により、当社取締役又は従業員の地位を喪失した場合、その地位喪失

時に未行使の新株引受権を行使することが出来ないことといたします。ただし、対象者が当該地位の喪失と

同時に当社の取締役、監査役、相談役、顧問もしくは従業員の地位を取得した場合を除くことといたしま

す。その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締

結した「新株引受権付与契約」において定めています。 

２．新株引受権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものといたします。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 88,480 

計 88,480 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 23,820 23,820 ジャスダック証券取引所 － 

計 23,820 23,820 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 840 840 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 10,000 10,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年５月１日 

至 平成19年３月31日 

自 平成14年５月１日 

至 平成19年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  10,000円 

資本組入額 5,000円 

発行価格  10,000円 

資本組入額 5,000円 

新株予約権の行使の条件 （注）１ （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ （注）２ 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



(平成13年９月21日定時株主総会決議) 

 （注）１．対象者は、死亡又は退職その他の事由により、当社取締役又は従業員の地位を喪失した場合、その地位喪失

時に未行使の新株引受権を行使することが出来ないことといたします。ただし、対象者が当該地位の喪失と

同時に当社の取締役、監査役、相談役、顧問もしくは従業員の地位を取得した場合を除くことといたしま

す。その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締

結した「新株引受権付与契約」において定めています。 

２．新株引受権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものといたします。 

   ②旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。 

(平成16年９月24日定時株主総会決議) 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 610 610 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 55,000 55,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年10月１日 

至 平成23年８月31日 

自 平成15年10月１日 

至 平成23年８月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  55,000円 

資本組入額 27,500円 

発行価格  55,000円 

資本組入額 27,500円 

新株予約権の行使の条件 （注）１ （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ （注）２ 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 46 42 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 46 42 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 91,200 91,200 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年10月１日 

至 平成22年９月30日 

自 平成19年10月１日 

至 平成22年９月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  91,200円 

資本組入額 45,600円 

発行価格  91,200円 

資本組入額 45,600円 

新株予約権の行使の条件 （注）１ （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ （注）２ 

代用払込みに関する事項  － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － －  



（注）１．新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役及び従業員であることを要

するものとします。 

 (2) 新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、その権利を喪失しま 

す。 

 (3) その他の権利行使の条件は、本総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の

割当を受けた者との間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところとします。 

２．新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するものとします。 

   ③会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。 

       (平成18年９月27日定時株主総会決議) 

  

（注）１．新株予約権の行使の条件 

(1)新株予約権の一部行使はできないものとします。 

(2)割当日以降、5営業日(終値のない日を除く。）連続してＪＡＳＤＡＱ証券取引所における当社普通株式  

の普通取引の終値が、その時点で有効な行使価額に1.05を乗じた額(１円未満の端数については、これを切

り上げるものとします。）以上となるまでは、新株予約権を行使することはできないものとします。 

(3)当社が消滅会社となる合併契約書が当社株主総会で承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式

交換契約書もしくは株式移転計画につき当社株主総会(株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会）で承

認されたときは、合併期日、株式交換期日または株式移転期日以降、新株予約権を行使することはできない

ものとします。 

(4)新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役、執行役員または従業員の

地位にあることを要するものとします。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由があり取

締役会が承認した場合はこの限りではありません。 

(5)新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、新株予約権は失効し相続されないものとします。 

(6)その他の条件は、株主総会決議もしくは取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。 

    ２．新株予約権の譲渡に関する事項  

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による当社の承認を要するものとします。 

         

(3）【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数 － 500 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 61,425 

新株予約権の行使期間 
－ 

  

自 平成20年10月１日 

至 平成24年９月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

  

－ 

  

発行価格   61,425円 

資本組入額 30,713円 

新株予約権の行使の条件 
  

－ 
（注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 － （注）２ 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が48株含まれています。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数48個が含まれています。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

  平成18年７月１

日～平成18年12月

31日 

－ 23,820 － 251,050 － 90,002 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社ファウンテン 
神戸市中央区東川崎町1-3-3神戸ハーバー

ランドセンタービル20階 
7,200 30.22 

秋田 敏文 兵庫県三田市 1,840 7.72 

渡邉 寛 兵庫県西宮市 1,640 6.88 

田中 晴美 神戸市東灘区 1,405 5.89 

名倉 義治 神戸市中央区 730 3.06 

久下 直彦 兵庫県三田市 363 1.52 

日本証券金融株式会社 取締

役社長 小島邦夫 
東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 356 1.49 

工藤 薫 兵庫県宝塚市 300 1.25 

森田 哲也 兵庫県加古郡稲美町 223 0.93 

矢野 優 奈良県大和高田市 208 0.87 

計 － 14,265 59.88 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 85 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,735 23,735 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 23,820 － － 

総株主の議決権 － 23,735 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、ありません。 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社アイ・ピ

ー・エス 

神戸市中央区東川崎

町一丁目３番３号 
85 － 85 0.35 

計 － 85 － 85 0.35 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 81,100 79,500 76,000 62,800 57,200 50,800 

最低（円） 62,500 65,000 62,600 55,000 42,000 39,100 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しています。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人

による中間監査を受けています。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成していません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   313,372   524,145 544,693   

２．売掛金   191,092   142,197 58,738   

３．未収入金   －   50,940 2,252   

４．その他   17,934   14,004 19,680   

流動資産合計     522,399 84.3 731,288 91.7   625,364 86.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物   25,164   3,512 25,763   

(2）工具器具備品   7,657   15,392 10,178   

(3）土地   12,774   － 12,774   

有形固定資産合
計 

  45,596   18,904 48,716   

２．無形固定資産           

(1）ソフトウェア   13,893   7,723 10,075   

(2）その他   787   787 787   

無形固定資産合
計 

  14,681   8,510 10,863   

３．投資その他の資
産 

          

(1）差入保証金   29,723   29,693 29,693   

(2）その他   6,968   9,190 9,408   

投資その他の資
産合計 

  36,692   38,883 39,102   

固定資産合計     96,969 15.7 66,299 8.3   98,682 13.6

資産合計     619,369 100.0 797,587 100.0   724,047 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   3,747   31,330 9,008   

２．未払金   ―   77,804 20,289   

３．未払法人税等   5,883   16,300 14,920   

４．前受金   ―   56,407 71,546   

５．その他 ※２  44,211   17,458 21,830   

流動負債合計     53,843 8.7 199,300 25.0   137,595 19.0

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   13,500   16,552 16,873   

固定負債合計     13,500 2.2 16,552 2.1   16,873 2.3

負債合計     67,343 10.9 215,852 27.1   154,468 21.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     251,050 40.5 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   90,002   － －   

資本剰余金合計     90,002 14.5 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   936   － －   

２．任意積立金   986   － －   

３．中間未処分利益   215,614   － －   

利益剰余金合計     217,538 35.1 － －   － －

Ⅳ 自己株式     △6,565 △1.0 － －   － －

資本合計     552,025 89.1 － －   － －

負債資本合計     619,369 100.0 － －   － － 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     － － 251,050 31.4   251,050 34.7

２．資本剰余金           

(1）資本準備金   －   90,002 90,002   

資本剰余金合計     － － 90,002 11.3   90,002 12.4

３．利益剰余金           

(1）利益準備金   －   936 936   

(2）その他利益剰余
金 

          

特別償却準備金   －   270 509   

繰越利益剰余金   －   246,041 233,645   

利益剰余金合計     － － 247,248 31.0   235,091 32.5

４．自己株式     － － △6,565 △0.8   △6,565 △0.9

株主資本合計     － － 581,735 72.9   569,578 78.7 

純資産合計     － － 581,735 72.9   569,578 78.7 

負債純資産合計     － － 797,587 100.0   724,047 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     466,613 100.0 569,094 100.0   891,697 100.0 

Ⅱ 売上原価     322,303 69.1 376,112 66.1   557,017 62.5

売上総利益     144,309 30.9 192,981 33.9   334,680 37.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    134,557 28.8 159,915 28.1   292,058 32.7

営業利益     9,752 2.1 33,066 5.8   42,621 4.8

Ⅳ 営業外収益 ※２   169 0.0 185 0.0   171 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※３   － － 73 0.0   － －

経常利益     9,922 2.1 33,178 5.8   42,792 4.8

Ⅵ 特別利益  ※４   － － 71 0.0   － －

Ⅶ 特別損失 ※５   49 0.0 426 0.0   417 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

    9,873 2.1 32,823 5.8   42,375 4.8

法人税、住民税及
び事業税 

  4,532   14,972 21,884   

法人税等調整額   119 4,651 1.0 △239 14,733 2.6 △2,284 19,600 2.2

中間(当期)純利益     5,221 1.1 18,090 3.2   22,774 2.6

前期繰越利益     210,393 －   － 

中間未処分利益     215,614 －   － 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

     前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
繰越利益
剰余金 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

251,050 90,002 90,002 936 509 233,645 235,091 △6,565 569,578 569,578 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当(千円)     －     △5,933 △5,933   △5,933 △5,933 

特別償却準備金の取崩し
（千円） 

    －   △238 238 －   － － 

中間純利益（千円）     －     18,090 18,090   18,090 18,090 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △238 12,395 12,156 － 12,156 12,156 

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

251,050 90,002 90,002 936 270 246,041 247,248 △6,565 581,735 581,735 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
繰越利益
剰余金 

平成17年６月30日 残高 

         （千円） 
251,050 90,002 90,002 936 1,464 215,849 218,250 △6,565 552,737 552,737 

事業年度中の変動額           

 剰余金の配当（千円）     －     △5,933 △5,933   △5,933 △5,933 

 特別償却準備金の取崩し 

         （千円） 
    －   △955 955 －   － － 

 当期純利益（千円）     －     22,774 22,774   22,774 22,774 

事業年度中の変動額合計 

         （千円） 
－ － － － △955 17,796 16,841 － 16,841 16,841 

平成18年６月30日 残高 

         （千円） 
251,050 90,002 90,002 936 509 233,645 235,091 △6,565 569,578 569,578 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

前事業年度の要約キ
ャッシュ・フロー計

算書 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

        

１．税引前中間（当期）純利益   9,873 32,823 42,375 
２．減価償却費   5,687 6,719 11,804 
３．退職給付引当金の増加額又
は減少額（△） 

  △2,076 △320 1,295 

４．受取利息   △5 △53 △6 
５．支払利息   － 35 － 
６．固定資産売却益   － △71 － 
７．固定資産除却損   49 426 417 
８．売上債権の増加額（△）又
は減少額 

  37,249 △83,459 169,604 

９．たな卸資産の増加額（△）
又は減少額 

  7,686 － 7,686 

10．仕入債務の増加額又は減少
額（△） 

  △5,036 22,322 223 

11．前受金の増加額又は減少額
（△） 

  － △15,139 71,546 

12．未払消費税等の増加額又は
減少額（△） 

  1,378 △175 3,501 

13．その他   8,703 8,798 1,076 

小計   63,510 △28,093 309,524 

14．利息の受取額   5 53 6 
15．利息の支払額   － △35 － 
16．法人税等の支払額   △2,945 △13,606 △11,383 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  60,570 △41,681 298,147 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

        

１．有形固定資産の取得による
支出 

  △212 △7,840 △5,954 

２．有形固定資産の売却による
収入 

  － 34,880 － 

３．貸付金の回収による収入   1,590 － 1,590 
４．差入保証金の返還による収
入 

  － － 30 

５．差入保証金の支払による支
出 

  △30 － △30 

６．その他   － － △353 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  1,347 27,039 △4,718 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

        

１．配当金の支払額   △5,820 △5,904 △6,010 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  △5,820 △5,904 △6,010 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額
又は減少額（△） 

  56,098 △20,547 287,418 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  257,274 544,693 257,274 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

  313,372 524,145 544,693 

          



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法） 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

建物     10～15年 

工具器具備品 ４～10年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

(1）有形固定資産 

     同左 

 (2）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分） 

 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

２．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

過去の貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上していま

す。 

 なお、当中間会計期間末にお

いては、貸倒実績及び貸倒懸念

債権等の回収不能見込額がない

ため、貸倒引当金は計上してい

ません。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

過去の貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上していま

す。 

 なお、当事業年度末において

は貸倒実績及び貸倒懸念債権等

の回収不能見込額がないため、

貸倒引当金は計上していませ

ん。 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ています。 

 なお、退職給付債務は簡便法

に基づき計算しています。 

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

しています。 

 なお、退職給付債務は簡便法

に基づき計算しています 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

３．収益及び費用の計上基準 請負開発売上高の計上基準 

 請負開発の収益計上については

進行基準によっています。 

（会計方針の変更） 

 従来、開発期間１年以上、か

つ、請負金額１億円以上の長期大

規模開発の収益計上については進

行基準により、それ以外の請負開

発の収益計上については完成基準

を採用していましたが、当中間会

計期間より全ての請負開発につい

て進行基準を適用する方法に変更

いたしました。 

 この変更は、最近における経済

環境の変化に伴い、請負開発金額

が小型化し、今後についてもその

傾向が継続することが見込まれる

こと及び長期大規模開発以外の請

負開発についても総見積原価の進

捗管理の精度が向上したことによ

り、請負開発の進捗状況に応じた

収益を合理的に計上することが可

能になったことから、より一層適

正な期間損益の把握を図るために

行ったものです。 

 なお、この変更より、従来と同

一の方法によった場合に比べ、売

上高が51,507千円、売上原価が

37,368千円、売上総利益、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利

益が14,139千円増加しています。 

請負開発売上高の計上基準 

 請負開発の収益計上については

進行基準によっています。 

請負開発売上高の計上基準 

 請負開発の収益計上については

進行基準によっています。 

（会計方針の変更） 

 従来、開発期間１年以上、か

つ、請負金額１億円以上の長期大

規模開発の収益計上については進

行基準により、それ以外の請負開

発の収益計上については完成基準

を採用していましたが、当事業年

度より全ての請負開発について進

行基準を適用する方法に変更いた

しました。 

 この変更は、最近における経済

環境の変化に伴い、請負開発金額

が小型化し、今後についてもその

傾向が継続することが見込まれる

こと及び長期大規模開発以外の請

負開発についても総見積原価の進

捗管理の精度が向上したことによ

り、請負開発の進捗状況に応じた

収益を合理的に計上することが可

能になったことから、より一層適

正な期間損益の把握を図るために

行ったものです。 

なお、この変更により、従来と同

一の方法によった場合に比べ、売

上高が84,149千円、売上原価が

66,167千円、売上総利益、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利

益が17,982千円増加しています。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヵ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっています。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

  税抜方式を採用しています。 

(2）中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分に

よる特別償却準備金の取崩を前

提として、当中間会計期間に係

る金額を計算しています。 

(1）消費税等の会計処理 

           同左 

(2）中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期にお

いて予定している特別償却準備金

の取崩を前提として、当中間会計

期間に係る金額を計算していま

す。       

(1) 消費税等の会計処理 

      同左 

───── 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

──────  ────── （ストック・オプション等に関する会計基準

等） 

  当事業年度より「ストック・オプション

等に関する会計基準」（企業会計基準第8号

平成17年12月27日）及び「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第11号 平成17年12月27

日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

──────  ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は569,578千円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度

における財務諸表は、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。 

──────  ──────  （自己株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準等の一部改正） 

  当事業年度より、改正後の「自己株式及

び準備金の額の減少等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号 最終改正平成17年12

月27日）及び「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第２号 最終改正平成17年12

月27日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度

における財務諸表は、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

 （中間貸借対照表）  

 「建物」は、前中間期まで、有形固定資産の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当中間期末において金額

的重要性が増したため区分掲記しています。 

 なお、前中間期末の「建物」の金額は3,406千円です。 

 （中間貸借対照表）  

 「未収入金」は、前中間期まで、流動資産の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当中間期末において金額

的重要性が増したため区分掲記しています。 

 なお、前中間期末の「未収入金」の金額は2,131千円で

す。 

 「未払金」は、前中間期まで、流動負債の「その他」に

含めて表示しておりましたが、当中間期末において金額的

重要性が増したため区分掲記しています。 

 なお、前中間期末の「未払金」の金額は24,361千円で

す。 

前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

44,429千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

      44,093千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

     45,546千円 

※２ 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してい

ます。 

※２ 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してい

ます。 

※２    ────── 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 １ 減価償却実施額  １ 減価償却実施額  １ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,824千円

無形固定資産 3,817千円

有形固定資産 2,842千円

無形固定資産  3,840千円

有形固定資産  4,108千円

無形固定資産  7,635千円

※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 

未払配当金除斥益 

   5千円 

  162千円 

受取利息 

未払配当金除斥益

   53千円

   130千円

受取利息 

未払配当金除斥益 

 6千円

162千円

※３    ────── ※３  営業外費用のうち主要なもの ※３       ────── 

      支払利息  35千円    

※４    ────── ※４  固定資産売却益 ※４       ────── 

      福利厚生施設 

（建物・工具器

具備品・土地) 

71千円    

 ※５ 固定資産除却損 

工具器具備品 49千円

 ※５ 固定資産除却損 

建物 

工具器具備品 

  

140千円

     286千円

  

 ※５ 固定資産除却損 

建物 

工具器具備品 

  

316千円

     100千円

  



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

       該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

       該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

       該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 23,820 ― ― 23,820 

合計 23,820 ― ― 23,820 

自己株式     

普通株式 85 ― ― 85 

合計 85 ― ― 85 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月27日 

定時株主総会 
普通株式 5,933 250 平成18年６月30日 平成18年９月28日 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式     

普通株式 23,820 ― ― 23,820 

合計 23,820 ― ― 23,820 

自己株式     

普通株式 85 ― ― 85 

合計 85 ― ― 85 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年９月28日 

定時株主総会 
普通株式 5,933 250 平成17年６月30日 平成17年９月29日 



(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月27日 

定時株主総会 
普通株式 5,933  利益剰余金 250 平成18年６月30日 平成18年９月28日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） （平成18年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 313,372千円

現金及び現金同等物 313,372千円

現金及び預金勘定  524,145千円

現金及び現金同等物  524,145千円

現金及び預金勘定  544,693千円

現金及び現金同等物  544,693千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

車両運搬
具 

11,647 4,220 7,427 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

車両運搬
具 

15,557 3,716 11,840

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

車両運搬
具 

15,557 2,161 13,395

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

 未経過リース料中間期末残高 

 相当額         

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

 未経過リース料中間期末残高 

 相当額         

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

 未経過リース料中間期末残高 

 相当額  

１年内 2,236千円

１年超 5,528千円

計 7,765千円

１年内    2,877千円

１年超    9,717千円

計   12,594千円

１年内    2,700千円

１年超   11,120千円

計   13,821千円

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

支払リース料 1,876千円

減価償却費相当額 1,441千円

支払利息相当額 530千円

支払リース料    2,034千円

減価償却費相当額    1,555千円

支払利息相当額    698千円

支払リース料    4,005千円

減価償却費相当額    2,936千円

支払利息相当額    1,204千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっていま

す。 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損

損失はありません。 

  

(5）利息相当額の算定方法 

       同左 

  

  

  

  

（減損損失について） 

       同左 

(5）利息相当額の算定方法 

       同左 

  

  

  

  

（減損損失について） 

       同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年12月31日現在） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成18年12月31日現在） 

 該当事項はありません。 

前事業年度末（平成18年６月30日現在） 

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 当中間会計期間に付与したストック・オプションはありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり純資産額 23,257円85銭

１株当たり中間純利

益 
220円01銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益 
210円18銭

１株当たり純資産額 24,509円59銭

１株当たり中間純利

益 
   762円19銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益 
   739円21銭

１株当たり純資産額   23,977円40銭

１株当たり当期純利

益 
 959円55銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
   918円01銭

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（千円） 5,221 18,090 22,774 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 5,221 18,090 22,774 

期中平均株式数（株） 23,735 23,735 23,735 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 
      

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 1,110 738 1,074 

（うち新株予約権） (1,110) (738) (1,074) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－ 

平成16年９月24日定時株主総

会決議ストックオプション 

新株予約権の数   46個 

新株予約権の目的となる 

株式の数      46株 

新株予約権の行使価格 

        91,200円 

新株予約権の行使期間  

   自平成19年10月１日 

   至平成22年９月30日 

－ 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 ────── 

  

 当社は平成18年9月27日開催の定時

株主総会において決議された、会社

法第236条、第238条および第239条の

規定に基づくストックオプションと

しての新株予約権の発行について、

平成19年2月13日開催の取締役会にお

いて下記の通り決議しました。その

概要は次のとおりです。       

（1）新株予約権の割当を受ける者の

人数及び割り当てる新株予約権の数 

当社の取締役、監査役      4名 

    100個100株 

執行役員および従業員    29名  

   400個400株 

(2) 新株予約権の目的である株式の  

種類および数 

  当社普通株式500株  

(各新株予約権の目的である株式の数

(以下「付与株式数」という。)は１

株とする。) 

 ただし、当社が(3)の割当日後に、

株式分割または株式併合を行う場

合、付与株式数は次の算式により調

整されるものとする。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割

または併合の比率 

 調整の結果生じる1株未満の端数に

ついては、これを切り捨てるものと

する。 

(3) 新株予約権の割当日 

 平成19年2月28日 

(4) 新株予約権の払込金額 

 新株予約権と引換えに金銭の払い

込みは要しない。 

(5)新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額 

 新株予約権1個当たり61,425円 

（1株当たり61,425円） 

 当社は平成18年９月27日開催の定

時株主総会において、会社法第236

条、第238条及び第239条の規定に基

づき、当社の取締役、監査役、執行

役員及び従業員に対し、特に有利な

条件をもって新株予約権を発行する

ことを決議いたしました。 

 この詳細については、「第４ 提

出会社の状況 １．株式等の状況 

(7) ストックオプション制度の内

容」に記載しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

  

(6) 新株予約権を行使することがで

きる期間 

平成20年10月１日から平成24年9月30

日までとする。 

(7) 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

② 割当日以降、5営業日(終値のな

い日を除く。）連続してＪＡＳＤＡ

Ｑ証券取引所における当社普通株式

の普通取引の終値が、その時点で有

効な行使価額に1.05を乗じた額(１円

未満の端数については、これを切り

上げるものとする。）以上となるま

では、新株予約権を行使することは

できないものとする。 

  

  

  

③ 当社が消滅会社となる合併契約

書が当社株主総会で承認されたと

き、または当社が完全子会社となる

株式交換契約書もしくは株式移転計

画につき当社株主総会(株主総会決議

が不要な場合は、当社取締役会）で

承認されたときは、合併期日、株式

交換期日または株式移転期日以降、

新株予約権を行使することはできな

いものとする。 

④ その他の権利行使の条件は、当

社取締役会において決定するものと

する。 

(8) 新株予約権の行使により株式を

発行する場合における増加する資本

金および資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を

発行する場合において増加する資本

金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限

度額の2分の1の金額とし、計算の結

果１円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を

発行する場合において増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増

加する資本金の額を減じた額とす

る。 

(9) 新株予約権の取得条項 

 新株予約権の取得条項は定めない。

(10) 譲渡による新株予約権の取得制

限 

 譲渡による新株予約権の取得につ

いては、当社取締役会の決議による

当社の承認を要するものとする。 

 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 (11) その他 

 新株予約権の割当は、以下に定め

る事項その他当社取締役会が上記新

株予約権発行の目的を達成するため

に必要と認める条件を定める新株予

約権割当契約を割当対象者との間で

締結し、これに基づいて行うものと

する。 

① 新株予約権の割当を受けた者は、

権利行使時においても当社の取締

役、監査役、執行役員または従業員

の地位にあることを要する。 

 ただし、任期満了による退任、定

年退職その他正当な理由があり取締

役会が承認した場合はこの限りでは

ない。 

 ② 新株予約権の割当を受けた者が死

亡した場合は、新株予約権は失効し相

続されないものとする。 

③その他の条件は、株主総会決議も

しくは取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定める

ところによる。 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第10期）（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月27日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成１８年３月３０日

株式会社アイ・ピー・エス     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中川 一之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岡本 髙郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 陽子  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイ・ピー・エスの平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの第１０期事業年度の中間会計期間（平成１７

年７月１日から平成１７年１２月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アイ・ピー・エスの平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成１７年７月１日から平成１７年１２月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

追記情報 

 「中間財務諸表作成の基本となる重要な事項」４.収益及び費用の計上基準、請負開発売上高の計上基準（会計方針

の変更）に記載のとおり、会社は進行基準を適用する請負開発の範囲を変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成１９年３月３０日

株式会社アイ・ピー・エス     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岡本 髙郎 印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 陽子 印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 遠藤 尚秀 印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイ・ピー・エスの平成１８年７月１日から平成１９年６月３０日までの第１１期事業年度の中間会計期間（平成１８

年７月１日から平成１８年１２月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アイ・ピー・エスの平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成１８年７月１日から平成１８年１２月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 
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